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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第27期
第２四半期
連結累計期間

第27期
第２四半期
連結会計期間

第26期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日

自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (千円) 4,463,307 2,325,504 8,748,517

経常利益 (千円) 666,876 390,700 929,199

四半期(当期)純利益 (千円) 256,766 198,151 439,081

純資産額 (千円) ― 9,475,240 9,589,953

総資産額 (千円) ― 11,781,453 11,728,333

１株当たり純資産額 (円) ― 2,131.02 2,122.63

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 57.05 44.12 96.73

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 80.4 81.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 319,726 ― 292,792

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △373,568 ― △86,446

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △404,599 ― △425,031

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 3,679,393 4,136,793

従業員数 (人) ― 372 371

(注)　１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

　

EDINET提出書類

株式会社日本トリム(E02333)

四半期報告書

 2/28



２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれる事業

の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

　

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　　　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名) 372（65）

(注) 従業員は就業人員数であり、外務員数は第２四半期連結会計期間の平均人数を（　）外書で記載しております。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名) 312（65）

(注) 従業員は就業人員数であり、外務員数は第２四半期会計期間の平均人数を（　）外書で記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績を製品別に示すと、次のとおりであります。
　

製品別 生産高

健康関連機器事業（千円）

　　電解還元水整水器（千円） 396,080

    カートリッジ（千円） 196,564

　　電位治療器（千円） 352

　　電解還元温泉器（千円） －

合計（千円） 592,997

(注) １　金額は提出会社の仕入価格によっております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

製造子会社である株式会社トリムエレクトリックマシナリーは見込生産を行っているため、該当事項

はありません。

　

(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を製品別に示すと、次のとおりであります。
　

製品別 販売高

健康関連機器事業（千円） 2,305,279

　　電解還元水整水器（千円） 1,686,572

　　カートリッジ（千円） 551,244

　　電位治療器（千円） 809

　　電解還元温泉器（千円） 2,164

　　その他（千円） 64,488

金融サービス事業（千円） 15,879

医療開発事業（千円） 4,345

合計（千円） 2,325,504

(注) １　総販売実績に対する輸出高の割合は100分の10未満であります。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次の通りであります。

　

相手先

当第２四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％)

丸紅株式会社 234,970 10.1

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出現在において当社グループが判断したものであります。

　

（1）経営成績の分析

　当社グループでは、足元の業績回復及び経営効率の改善に向け、社内体制の再構築及び販路拡大、新規開

拓に取り組んでおります。また、当社の目指す医療・予防医療分野への本格的参入及びボトリングビジネ

スのグローバル展開を目指し、中長期的視野に立った研究開発、新規事業への積極投資も推進しておりま

す。

　当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発した世界的

な金融不安が拡大し、株式・為替市場の低迷や景気の悪化等、先行きは一層不透明感を強めております。

　このような厳しい経営環境のもと、当第２四半期連結会計期間におきましては、売上高2,325百万円、営業

利益321百万円、経常利益は390百万円、四半期純利益は198百万円となりました。

（健康関連機器事業）

　職域販売・取付及び紹介販売部門（DS・HS事業部）につきましては、部門販売効率向上を目的に、人員の

見直し及び現場力強化のための教育研修に取り組んでおります。HSにおきましては、一人当たり販売台数

が確実に上がっているものの、部門としてこれらの成果があらわれるまでのタイムラグがあり、人員減に

よるマイナスを埋めるには至りませんでした。一方、７月からの岩谷産業株式会社との業務提携につきま

しては、順調に推移しております。まず、東北地域において販売を開始し、地域目標を達成しました。この成

功事例のもと、当初計画達成を目指し、精力的に販売展開を行っております。

　OEM・卸販売部門（業務部）では、大手OEM先の販売低迷が続いており、営業面でのバックアップも含め、

拡販に向けた協力体制をとるとともに、新規開拓に取り組んでおります。

　店頭催事販売部門（SS事業部）におきましては、契約社員の販売実績を再度厳しく検証し、人員の見直し

及び販売効率の向上に努めております。

　ストックビジネスであるカートリッジ販売部門は、売上高551百万円と伸長しており、今後も安定して伸

張するものと思われます。

　特別な損益として投資有価証券につきましては市場価格の低下等により評価額が著しく下落し、投資有

価証券評価損21百万円を計上しております。

　当面、景気が低迷し、厳しい経営環境が続くものと予想されますが、半面、健康への関心は今後益々高まっ

ていくものと思われます。また、21世紀は「水の時代」と言われるように、水の資源としての重要性が増す

中、既におこっている水資源量確保の競争と平行して、やがて水の質が問われる時代がやってきます。事業

として成長期待の高い「健康」及び「水」をテーマとする当社にとって、今が正に商機と考えておりま

す。

　本年４月より、健康保険組合に対して、40歳以上の被保険者・被扶養者を対象とした特定健診実施、検診

後の保健指導が義務化されたことを受け、メタボ対策として大手健康保険組合での当社電解還元水導入事

例が出てきており、更なる拡販に向けて取り組んでおります。

  また、販路拡大を目的に大手企業との資本提携も視野に入れたアライアンスや新たな販売チャネルの構

築に取り組んでおります。
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　研究開発につきましては、現在最も注力しております医療分野において、東北大学大学院医学系研究科と

の人工透析への応用に関する共同研究は、順調に進捗しております。透析時の患者の方々への身体的負担

の軽減や社会復帰への促進に大きな期待が寄せられており、電解還元水血液透析は事業としての可能性も

非常に大きなものと考えております。今後、専門医師を中心とした研究会を立ち上げ、研究規模を更に拡大

し、臨床データの集積を促進してまいります。また、本格的な事業展開に向けた業務提携等も検討してお

り、来年秋頃の透析医療用の電解還元整水器の発売を目指し、精力的に展開しております。

　抗糖尿病効果に関する共同研究におきましては、高知大学医学部との臨床研究を本年５月より開始し、順

調に進展しております。

　これらの研究成果が確認できれば、医学会にも大きなインパクトを与えうる研究であり、将来の当社の基

軸ビジネスになるものと大いに期待しております。

　海外事業では、インドネシア関連会社PT SUPER WAHANA TEHNOでは、同社ブランド「Pristine」のペット

ボトル及びガロンボトルを主軸商品として、シナルマスグループの販売網を生かし、精力的にマーケティ

ングに取り組んでまいりました。本年7月からは日本航空（ＪＡＬ）のジャカルタ－成田便に納入される

など、順調に伸長いたしており、本年6月には単月黒字となりました。今後は、通年黒字化に向け注力すると

共に更なる躍進に努めてまいります。

　また、広州多寧健康科技有限公司においては、中国国内での整水器の製品輸入直販事業が軌道にのり、独

自での運営の見通しがついたこと、一方、住友商事グループ側は日本トリムの直販の強みを生かすため、当

初想定していた整水器の現地生産・卸販売より優先するとして双方合意のうえ、住友商事グループが保有

している同社持分19％を取得、当社の100％子会社化する予定です。

　トピックスといたしましては、経済産業省所管団体である「社団法人 民間活力開発機構」から７月15日

付で発行された機関誌「Innovation Courier（イノベーション・クーリエ）」創刊号に当社の記事が掲

載されました。11月中旬に発行予定の第2号でも大きく掲載されることになっております。

　平成20年８月７日(木)より、ＡＮＡプレミアムクラスの一部国内線機内サービスとして、カラダ還元

ウォーター「I’m fine」（ANA特別仕様350ｍlサイズ）が採用されております。順次、搭載路線が拡大さ

れる予定です。

　販売費・一般管理費につきましては、引き続き経費の見直しにより効率化を図り積極的な業務フローの

改善と併せ経費削減に努めてまいります。

　このように、当社グループは、将来の飛躍に向け、既存事業、新規事業、研究開発等への更なる積極的な投

資を行ってまいります。

　

　健康関連機器事業の当第2四半期連結会計期間の売上高は2,305百万円、営業利益は320百万円となりまし

た。

　

（金融サービス事業）

　金融サービス事業におきましては、株式会社トリムフィナンシャルサービスによる、当社の顧客に対する

割賦販売業務の取扱いが前連結会計年度より増加し、当第2四半期連結会計期間の総売上高は47百万円と

なり、営業利益は33百万円となりました。

　

（医療開発事業）

　メチルグリオキサール（ＭＧ）等のブドウ糖酸化分解物の研究及び測定を行う東北大学大学院医学系研

究科との大学発ベンチャー、株式会社トリムメディカルインスティテュートでは、本年７月より受託測定

業務を開始致しました。東北大学を中心に、当社の共同研究先や他の研究機関からの受託拡大のためアプ
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ローチしてまいります。研究成果として、本年11月に開催された米国腎臓学会にて電解還元水のＭＧ抑制

効果について発表いたしております。

　米国連結グループ会社TrimGen Corporation（トリムジンコーポレーション）では、独自の技術による遺

伝子診断キットｅQ－PCRのFDA510(ｋ)承認申請を行っております。追加データの提出等により未だ承認に

はいたっておりませんが、承認取得の最終段階にあります。一方、米国においては大腸がん・肺がん・膵臓

がんの関与遺伝子であるK-ras遺伝子診断キット「MutectorⅡK-rasキット」を10月より販売開始し、今後

の売上が期待されるところであり、日本国内においても今後の取扱開始に向け準備を進めております。

　

　医療開発事業における当第2四半期連結会計期間の売上高は4百万円、営業損失は36百万円となりました。

　

（2）財政状態の分析

　当第２四半期連結会計期間末の総資産は11,781百万円となり、前四半期連結会計期間末に比べ120百万円

増加（前四半期連結会計期間末比1.0％増）いたしました。

　流動資産は7,066百万円（同2.3％増）となり前四半期連結会計期間末に比べ159百万円増加しました。主

な要因は、割賦売掛金が112百万円の増加によるものです。

　固定資産は4,714百万円（同0.8％減）となり前四半期連結会計期間末に比べ39百万円減少いたしまし

た。主な要因は、投資有価証券の評価損21百万円によるものです。

　当第２四半期連結会計期間末の流動負債は1,416百万円（同7.0％増）となり前四半期連結会計期間末に

比べ92百万円増加いたしました。主な要因は、未払法人税等の220百万円増加、賞与引当金の63百万円の増

加によるものです。

　当第２四半期連結会計期間末の純資産は9,475百万円（同0.7％増）となり前四半期連結会計期間末に比

べ67百万円増加となりました。主な要因は、第2四半期純利益198百万円を計上しましたが、配当金の支払31

百万円及び自己株式の買付123百万円の減少によるものです。
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（3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、（以下「資金」という）は、前四半期連結

会計期間末より62百万円増加し、3,679百万円となりました。

　当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りでありま

す。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）　　　

　営業活動の結果得られた資金は195百万円となりました。

　これは主に税金等調整前四半期純利益369百万円がありましたが、賞与の支払118百万円、株式会社トリム

フィナンシャルサービスの割賦売掛金112百万円の増加によるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）　　

　投資活動の結果得られた資金は35百万円となりました。

　これは主に役員保険の解約による収入48百万円によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）　　

　財務活動の結果使用した資金は175百万円となりました。

　これは主に自己株式の取得123百万円の支出によるものであります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

　

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

　

当第２四半期連結会計期間において、重要な設備の新設、除却等について、重要な変更並びに重要な設

備計画の完了はありません。

　また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,000,000

計 8,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,628,390 4,628,390
東京証券取引所
市場第１部

―

計 4,628,390 4,628,390― ―

(注)　「提出日現在発行数」欄には、平成20年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は、含まれておりません。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次の通りであります。

平成17年６月29日定時株主総会決議及び平成17年８月27日取締役会決議

第２四半期会計期間末現在
(平成20年９月30日)

新株予約権の数 400個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 20,000株（注１）

新株予約権の行使時の払込金額 １個につき328,850円（注２）

新株予約権の行使期間 自　平成19年７月１日～至　平成22年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

　　　　　発行価格　　6,577円（注２）
　　　　　資本組入額　3,289円（注３）

新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は権利行使時においても当社または当
社子会社(財務諸表等規則上の子会社をいう。)の取締
役、監査役および従業員の地位であることを要す。ただ
し、任期満了による退任、定年退職その他正当な理由に
よる場合には、本新株予約権の行使を認めるものとす
る。
②上記①の要件を満たす場合であっても、新株予約権
者が禁固以上の刑に処せられた場合で、当社ストック
オプション制度の目的上、新株予約権者に新株予約権
を行使させることが適当でないと合理的に認められる
場合には、権利行使を認めないものとする。
③新株予約権者が、書面により新株予約権を放棄する
旨を申し出た場合は、以後、新株予約権の行使を認めな
い。
④新株予約権者は各新株予約権を分割して行使するこ
とができない。
⑤新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認
めないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 当社取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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　 (注) １　当社が株式分割または株式併合を行う場合、未行使の新株予約権の目的たる株式の数は、次の算式により調整

し、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨てるものとする。

　　　　調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

２　新株予約権行使時の１株当たりの払込金額(以下、「行使価額」という。)は、当社が株式分割または株式併合を

行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
１

分割・併合の比率

　　また、時価を下回る価額で新株式の発行(新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く)を行う場合は、

次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。

既発行株式数 ＋
新規発行株式数×１株当たり払込価額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
新株式発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

　　上記のほか、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、当社が他社と株式交換を行い完全親会社とな

る場合、または、当社が会社分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行うことができる。

３　資本組入額は、行使価額または調整後の行使価額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じた

場合は、この端数を切り上げるものとする。

　
　

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年９月30日 ― 4,628,390― 992,597― 977,957
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(5) 【大株主の状況】

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

森澤　紳勝 京都市西京区 1,875,290 40.51

野村信託銀行株式会社
（投信口）（注１）

東京都千代田区大手町２－２－２ 312,150 6.74

日本マスタートラスト信託銀行　株式会社
（信託口）（注１）

東京都港区浜松町２－11－３ 219,700 4.74

日興シティ信託銀行株式会社
（投信口）

東京都品川区東品川２－３－14 219,200 4.73

ジェーピー　モルガン　チェース　バンク
270 PARK AVENUE.NEW YORK. 
NY 10017.UNITED STATES OF AMERICA

114,900 2.48

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会
社（信託口）（注１）

東京都中央区晴海１－８－11 106,400 2.29

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会
社（信託口4G）（注１）

東京都中央区晴海１－８－11 78,000 1.68

第一生命保険相互会社 東京都千代田区大手町１－13－１ 50,000 1.08

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地７－18－24 50,000 1.08

ステート　ストリート　バンク　アンド　トラ
スト　カンパニー
（常任代理人株式会社みずほコーポレート
銀行兜町証券決済業務室）

P.O.BOX351 BOSTON MASSACHUSETTS
02101 U.S.A.
（東京都中央区日本橋兜町６－７）

49,450 1.06

計 ― 3,075,090 66.44

(注)１．当第２四半期末における信託業務の株式については、当社として把握することができないため記載してお　り

ません。

２．上記のほか、自己株式が185,981株あります。

　 ３．次の法人から提出された変更報告書により同日現在でそれぞれ以下のとおり株式の保有している旨の報告を受

けておりますが、当社として第２四半期末時点における所有株式数の確認ができませんので、上記大株主には含

めておりません。

（1）モルガン・スタンレー証券株式会社及び共同保有者他５名から、平成20年８月25日付（報告義務

　発生日　平成20年８月15日）提出。

　

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
(％)

モルガン・スタンレー証券株式
会社

東京都渋谷区恵比寿４－20－３恵比
寿ガーデンプレイスタワー

29,700 0.64

モルガン・スタンレー　　　　　　ア
ンド・カンパニー・　　　　　　イン
コーポレーテッド

1585 Broadway, New York, NY 1003626,650 0.58

モルガン・スタンレー　　　　　　ア
ンド・カンパニー・　　　　　　イン
ターナショナル・　　　　　　ピーエ
ルシー

25 Cabot Square Wharf
London E14 4QA U.K.

31 0.00

モルガン・スタンレー　　　　　　イ
ンベストメント・　　　　　　マネジ
メント・リミテッド

25 Cabot Square Wharf
London E14 4QA U.K.

50,200 1.08

モルガン・スタンレー
インベストメント・
マネジメント・インク

522 Fifth Avenue, New York,
NY 10036

189,750 4.10

　
（2）フィデリティ投信株式会社から、平成20年９月19日付（報告義務　発生日　平成20年９月12日）提

出。
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氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
(％)

フィデリティ投信株式会社
東京都港区虎ノ門４－３－１
城山トラストタワー

546,00011.80

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式  185,950

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式4,441,950 88,839 ―

単元未満株式 普通株式      490― １単元（50株）未満の株式

発行済株式総数 4,628,390― ―

総株主の議決権 ― 88,839 ―

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社日本トリム
大阪市北区大淀中
 １－８－３４

185,950― 185,950 4.02

計 ― 185,950― 185,950 4.02

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
　４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月

最高(円) 2,6153,5703,3002,4202,1502,035

最低(円) 1,9012,4852,2652,0001,7751,800

(注)最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月　

１日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日

まで)に係る四半期連結財務諸表について、監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,779,393 4,136,793

受取手形及び売掛金 1,068,794 919,667

割賦売掛金 1,541,377 1,353,142

製品 195,111 209,007

原材料 257,208 332,270

その他 227,084 198,860

貸倒引当金 △2,286 △3,264

流動資産合計 7,066,685 7,146,475

固定資産

有形固定資産

土地 2,377,040 2,377,040

その他（純額） ※１
 1,018,381 1,054,878

有形固定資産合計 3,395,422 3,431,919

無形固定資産 18,389 22,198

投資その他の資産

その他 1,308,539 1,135,114

貸倒引当金 △7,583 △7,375

投資その他の資産合計 1,300,956 1,127,739

固定資産合計 4,714,768 4,581,857

資産合計 11,781,453 11,728,333

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 491,249 419,980

未払法人税等 289,412 157,358

賞与引当金 91,400 95,000

製品保証引当金 24,000 24,000

返品調整引当金 27,000 23,000

その他 493,861 478,593

流動負債合計 1,416,923 1,197,933

固定負債

退職給付引当金 223,044 219,931

役員退職慰労引当金 173,228 195,842

その他 493,015 524,673

固定負債合計 889,288 940,446

負債合計 2,306,212 2,138,379
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 992,597 992,597

資本剰余金 986,826 986,826

利益剰余金 8,138,513 8,107,414

自己株式 △629,055 △480,074

株主資本合計 9,488,882 9,606,764

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 7,194 △7,881

為替換算調整勘定 △29,220 △18,703

評価・換算差額等合計 △22,026 △26,584

少数株主持分 8,385 9,773

純資産合計 9,475,240 9,589,953

負債純資産合計 11,781,453 11,728,333
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年９月30日)

売上高 4,463,307

売上原価 1,187,790

売上総利益 3,275,516

販売費及び一般管理費 ※１
 2,700,526

営業利益 574,990

営業外収益

受取利息及び配当金 4,303

持分法による投資利益 4,506

受取賃貸料 49,129

保険解約返戻金 43,383

その他 4,261

営業外収益合計 105,583

営業外費用

貸与資産減価償却費 7,572

支払利息 4,251

その他 1,874

営業外費用合計 13,697

経常利益 666,876

特別利益

貸倒引当金戻入額 1,250

特別利益合計 1,250

特別損失

投資有価証券評価損 168,350

特別損失合計 168,350

税金等調整前四半期純利益 499,776

法人税、住民税及び事業税 274,752

法人税等調整額 △30,354

法人税等合計 244,398

少数株主損失（△） △1,388

四半期純利益 256,766
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
 至 平成20年９月30日)

売上高 2,325,504

売上原価 616,955

売上総利益 1,708,548

販売費及び一般管理費 ※１
 1,387,426

営業利益 321,122

営業外収益

受取利息及び配当金 2,145

持分法による投資利益 3,019

受取賃貸料 24,564

保険解約返戻金 43,383

その他 3,899

営業外収益合計 77,011

営業外費用

貸与資産減価償却費 3,786

支払利息 2,400

その他 1,247

営業外費用合計 7,433

経常利益 390,700

特別利益

貸倒引当金戻入額 450

特別利益合計 450

特別損失

投資有価証券評価損 21,438

特別損失合計 21,438

税金等調整前四半期純利益 369,712

法人税、住民税及び事業税 214,782

法人税等調整額 △42,401

法人税等合計 172,380

少数株主損失（△） △819

四半期純利益 198,151
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 499,776

減価償却費 51,368

賞与引当金の増減額（△は減少） △3,600

受取利息及び受取配当金 △4,303

支払利息 4,251

持分法による投資損益（△は益） △4,506

投資有価証券評価損益（△は益） 168,350

割賦売掛金の増減額（△は増加） △188,235

売上債権の増減額（△は増加） △149,898

たな卸資産の増減額（△は増加） 88,956

仕入債務の増減額（△は減少） 71,269

未払消費税等の増減額（△は減少） 30,709

保険解約損益（△は益） △43,383

その他 △71,004

小計 449,750

利息及び配当金の受取額 4,307

利息の支払額 △632

法人税等の支払額 △133,698

営業活動によるキャッシュ・フロー 319,726

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △400,000

有形固定資産の取得による支出 △9,456

投資有価証券の取得による支出 △10,000

保険積立金の解約による収入 48,459

その他 △2,571

投資活動によるキャッシュ・フロー △373,568

財務活動によるキャッシュ・フロー

預り保証金の返済による支出 △16,408

自己株式の取得による支出 △148,980

配当金の支払額 △226,462

その他 △12,747

財務活動によるキャッシュ・フロー △404,599

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,040

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △457,400

現金及び現金同等物の期首残高 4,136,793

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 3,679,393
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

１　持分法適用の範囲の変更

（1）関連会社

　第１四半期連結会計期間において、岩谷産業株式会
社より保有する一部株式の譲渡を受けたことに伴
い、富士の湧水株式会社を持分法の適用範囲に含め
ております。

 

２　会計方針の変更
（1）棚卸資産の評価に関する会計基準の適用
　「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会　計
基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９
号）を第１四半期連結会計期間から適用し、評価基
準については、原価法から原価法（収益性の低下に
よる簿価切下げの方法）に変更しております。
　この結果、従来の方法によった場合に比べ、当第２
四半期連結累計期間の売上総利益、営業利益、経常利
益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽
微であります。
　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に
記載しております。

 
（2）連結財務諸表作成における在外子会社の会計処　

理に関する当面の取扱いの適用
　「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処
理に関する当面の取扱い」（企業会計基準委員会　
平成18年５月17日　実務対応報告第18号）を第１四
半期連結会計期間から適用し、連結決算上必要な修
正を行っております。
　この結果、従来の方法によった場合に比べ、当第２
四半期連結累計期間の売上総利益、営業利益、経常利
益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はあ
りません。

 
　

　

【簡便な会計処理】

　当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

    （固定資産の減価償却の算定方法）　　

　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却の額を期間按分して算定する

方法によっております。

　

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　当第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

　該当事項はありません。
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【注記事項】

　

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額　1,012,488千円※１ 有形固定資産の減価償却累計額　　966,764千円

　

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主な内訳

       販売手数料 203,314千円

　　 　製品保証引当金繰入額 21,791千円

　　　 給料手当 702,719千円

　　　 賞与引当金繰入額 83,000千円

　　　 退職給付費用 19,988千円

　　　 役員退職慰労引当金繰入額 　6,269千円

　

第２四半期連結会計期間

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
 至　平成20年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主な内訳

       販売手数料 99,822千円

　　 　製品保証引当金繰入額 12,724千円

　　　 給料手当 354,006千円

　　　 賞与引当金繰入額 58,000千円

　　　 退職給付費用 9,994千円

　　　 役員退職慰労引当金繰入額 6,269千円

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 3,779,393千円

　　　計 3,779,393千円

預入期間が３か月超の定期預金  △100,000千円

現金及び現金同等物 3,679,393千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　

至　平成20年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 4,628,390

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 185,981

　

　

３　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月26日
定時株主総会

普通株式 225,667 50平成20年３月31日 平成20年６月27日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

　　　

　

４　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べ著しい変動

が認められないため、記載しておりません。

　

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

　

(デリバティブ取引関係)

当社グループはデリバティブ取引を利用しておらず、該当事項はありません。

　

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

　

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　
健康関連機器
事業
(千円)

金融サービス
事業
(千円)

医療開発事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

2,305,27915,880 4,3452,325,504 ― 2,325,504

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― 31,400 ― 31,400△31,400 ―

計 2,305,27947,280 4,3452,356,904△31,4002,325,504

営業利益又は営業損失(△） 320,13233,686△36,271317,548 3,576 321,122

(注) １　事業区分は、提供するサービスの類似性を考慮して内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な事業の内容

　　健康関連機器事業　　電解還元水整水器を主とし、それに関連する附属品等の製造販売業務。

　　　 　　金融サービス事業　  割賦販売斡旋業務。

　　　　　 医療開発事業　　  　診断用試薬研究開発、製造販売業務等。

３　営業費用の中に配賦不能営業費用はありません。

４　会計方針の変更

　　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２（1）に記載のとおり、第１四半期連結

会計期間より「棚卸資産の評価に関する基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９

号）を適用しております。これによるセグメント情報に与える影響は軽微であります。

　

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　

健康関連機器
事業
(千円)

金融サービス
事業
(千円)

医療開発事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

4,425,81131,790 5,7044,463,307 ― 4,463,307

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― 47,325 ― 47,325△ 47,325 ―

計 4,425,81179,116 5,7044,510,633△ 47,3254,463,307

営業利益又は営業損失(△） 590,01652,920△ 75,063567,873 7,117 574,990

(注) １　事業区分は、提供するサービスの類似性を考慮して内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な事業の内容

　　健康関連機器事業　　電解還元水整水器を主とし、それに関連する附属品等の製造販売業務。

　　　 　　金融サービス事業　  割賦販売斡旋業務。

　　　　 　医療開発事業　　  　診断用試薬研究開発、製造販売業務等。

３　営業費用の中に配賦不能営業費用はありません。

４　会計方針の変更

　　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２（1）に記載のとおり、第１四半期連結

会計期間より「棚卸資産の評価に関する基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９

号）を適用しております。これによるセグメント情報に与える影響は軽微であります。

　

【所在地別セグメント】
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　当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期

間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

　本邦における売上高の金額が全セグメントの売上高合計の90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。

　

　

【海外売上高】

　当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期

間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。

　
　

　

(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

2,131.02円 2,122.63円

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　
　　　第２四半期連結累計期間

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 57.05円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在していな
いため、記載しておりません。
 

　　　(注)　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円)

普通株式に係る四半期純利益(千円) 256,766

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(株) 4,500,856

四半期純利益調整額(千円) ―

普通株式増加数(株) ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

―
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      第２四半期連結会計期間

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
 至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 44.12円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在していな
いため、記載しておりません。
 

      (注)　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
 至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円)

普通株式に係る四半期純利益(千円) 198,151

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(株) 4,491,502

四半期純利益調整額(千円) ―

普通株式増加数(株) ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

―

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月11日

　

株式会社日本トリム

　取締役会　御中

　

監査法人トーマツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　西　　　　　育　　良　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　神　　谷　　直　　巳　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社日本トリムの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20

年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び

四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社日本トリム及び連結子会社の平成20

年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の

経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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